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内国民待遇

（１）廃車税の導入

年版不公正貿易報告書 頁参照

（２）私的録音録画補償金制度

年版不公正貿易報告書 頁参照

関 税

（１）高関税品目

＊本件は、 協定をはじめとする国際ルール整合

性の観点からは明確に問題があると言えない貿

易・投資関連政策・措置であるが、以下の懸念点

に鑑み、掲載することとした。

＜措置の概要＞

現行の非農産品の単純平均譲許税率は ％であ

るが、乗用車（最高 ％）、衣料品（最高 ）、

家具（最高 ）、玩具（最高 ％）、ゴム製品（最

高 ％）等の高関税品目が存在する。なお、非農産

品の譲許率は であり、 年の平均実行税率

は であった。

＜懸念点＞

高関税そのものは譲許税率を超えない限り 協

定上問題はないが、自由貿易を促進し、経済厚生を

高めるという 協定の精神に照らし、上記のよう

なタリフピーク（第Ⅱ部第 章 ③参照）を解

消し、関税はできるだけ引き下げることが望ましい。

＜最近の動き＞

年 月に、ロシア、ベラルーシ、カザフス

タンの カ国はユーラシア経済共同体宣言（

）に合意し、ユーラシア経済同盟協定

（ ）を締

結した 。その後、 年 月 日にはアルメニ

アが、 年 月 日にはキルギスがそれぞれ加

盟し、 カ国の加盟数となっている 。ユーラシア

経済同盟（ ； ）の対外

共通関税はロシアの譲許税率が基準とされている

ため、 加盟に伴い譲許税率が引き上がる品目に

ついて、 第 条の補償交渉が行われている。

年 月 日にユーラシア経済同盟関税基本法

が発効した。

（２）冷蔵庫に対する関税の譲許率違
反

年版不公正貿易報告書 項参照

輸出税を巡る措置

丸太輸出税

＊本件は、 協定をはじめとする国際ルール整合

性の観点からは明確に問題があると言えない貿

易・投資関連政策・措置であるが、以下の懸念点

に鑑み、掲載することとした。

第 部 各国・地域別政策・措置

としては、靴（最高 ％）、衣類（最高 ％）、パ

ラシュート（最高 ）、鉄道関連製品（最高 ％）、

刃物製品（最高 ％）、ガラス製品（最高 ％）、

非譲許品目としては、造船及びタンカー（最高実行

税率 ％）などがある。非農産品の譲許率は、

％となっている。

＜懸念点＞

高関税そのものは譲許税率を超えない限り 協

定上問題はないが、自由貿易を促進し、経済の効

率性を高めるという 協定の精神に照らし、関税

はできるだけ引き下げることが望ましい。

＜最近の動き＞

製品の関税撤廃対象品目の拡大を目指して、

年 月から 拡大交渉が開始され、 年

月に妥結した。対象品目 品目の関税撤廃は

年 月から順次開始され、 年 月には約

の関税が撤廃される予定。また、 年 月に

は、全 品目の関税が メンバーについて完全

に撤廃されることになる（詳細は、第Ⅱ部第 章

（ ） （情報技術協定）拡大交渉を参照）。カナ

ダについては、 年 月から関税撤廃を開始し

た。例えば、カナダが関税撤廃する品目のうち関

税が高い品目としては、ポリッシングパッド（ ）、

スタティックコンバーター（ ）、スタティック

コンバーターの部分品（ ）等が挙げられる。こ

れらを含む全対象品目について、関税が段階的に

撤廃され、 年に完全に撤廃されることになる。

セーフガード

鉄鋼セーフガード

＜措置の概要＞

カナダ財務省は 年 月 日に鉄鋼製品の

輸入に対するセーフガード調査を開始し、同年 月

日、鉄鋼製品 品目（厚板、鉄筋棒鋼、エネルギ

ー鋼管、熱延鋼板、カラー鋼板、ステンレス鋼線、

線材）に対し、各品目が過去 年（ － ）の

平均輸入実績を上回った場合に、 の追加関税を

賦課する暫定措置を発動。

＜国際ルール上の問題点＞

カナダのセーフガード調査は、措置の背景として

世界的な鉄鋼の過剰供給および他国の輸入制限措

置、米国の 条措置に言及しており、「事情の予

見されなかった発展」（関税譲許交渉時に予想でき

なかった事情であって、技術革新や消費者嗜好の変

化等、国内産品と輸入製品との競争関係に変化をも

たらすもの、と一般に解釈される）が の発動要

件とされていること（ 第 条 ）との整合

性に懸念がある。

＜最近の動き＞

年 月、カナダ政府は公開ヒアリングを行っ

た。同年 月 日、カナダは調査結果を公表予定。

我が国はカナダ政府に対して上記国際ルール上の

問題点について二国間で懸念を表明。今後、対象

産品のアジア等への流入や、カナダへの駆け込み

輸入による関税割当早期消化のリスクを注視し、

カナダ政府に対して必要に応じた働きかけを行う。
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第１０章 インド

第１０章

インド

内国民待遇

電気通信に関するローカルコンテント
要求等

年版不公正貿易報告書 頁参照。

関 税

（１）高関税品目

＊本件は、 協定をはじめとする国際ルール整合

性の観点からは明確に問題があると言えない貿

易・投資関連政策・措置であるが、以下の懸念点

に鑑み、掲載することとした。

＜措置の概要＞

現行の非農産品の単純平均譲許税率は ％と

高率である。

インド政府は、（ ）基本関税率（実行税率）を

レベルに引き下げる、（ ）最終製品には ％、

原材料・部品には ％～ ％を適用する関税体系

への移行を目標に掲げ、 年度以降、継続して

基本関税率の引き下げを行っている。 年 月

に、特定の資本財や部品・原材料の一部について

関税引き下げを実施し、自動車部品や電気部品、

機械類等多くの部品の基本関税率を ％に引き下

げた。更に、同年 月には、農産品を除く基本的に

すべての譲許品目の最高基本関税率を原則 ％

から ％に引き下げた。

一方、非農産品の譲許率は ％であり、非譲

許品目としては乗用車（平均実行税率 ）、モー

ターサイクル（平均実行税率 ）、衣類（平均実

行税率 ％）等の高関税品目が存在している。繊維

製品はインドの競争力、国際的水準から見ても高

く設定されている。

＜懸念点＞

高関税そのものは譲許税率を超えない限り 協

定上問題はないが、自由貿易を促進し、経済の効

率性を高める 協定の精神に照らし、関税はでき

るだけ引き下げることが望ましい。

また、譲許率が低いことや実行税率が譲許税率

を下回って乖離があることは、 協定上問題はな

いが、当局による恣意的な実行税率操作を可能と

するため、予見可能性を高める観点から、非譲許

品目は譲許されること、また、譲許税率が引き下

げられることが望ましい。

＜最近の動き＞

日インド は、 年 月に署名が行われ、

同年 月に発効した、我が国から輸出する自動車部

品（生産用部品）や鉄鋼製品等の関税が協定発効後

～ 年間で撤廃される等、市場アクセスの改善が

図られている。

（２）輸入品への特別追加関税の導入

＜措置の概要＞

インドでは実行税率が課される基本関税の他に、

相殺関税（追加関税）、特別追加関税、教育目的税

を加えた総額が税関で徴収される。これらの総額

は、通常、 等の国際交渉の場でインド政府が対

外的に提示している実行税率と比較して高水準と

なっている。

第 部 各国・地域別政策・措置

＜措置の概要＞

ロシア政府は、 年 月、前年 月に発効し

たロシア新森林法の追加的措置として、丸太の輸

出税引き上げ及び木材製品の輸出税引き下げ等を

発表した。これらの措置は、ロシア国内での木材

加工産業の発展を目的とし、諸外国からのロシア

の木材加工業界への投資促進を図るためのもので

あった。これにより、我が国への輸出が多い針葉

樹丸太の場合、 年 月にそれまで であっ

た輸出税率が に、 年 月に に引き上げ

られ、さらに引き上げる動きもみられた。

本措置については、①当時、世界最大の丸太輸

出国（全世界の丸太輸出量の約 を占める）であ

るロシアによる措置であること、②本措置の最終

税率が実行された場合、丸太輸出禁止措置と同様

の効果を持つ恐れがあること、③輸出税の引き上

げが極めて短期間に行われ、ロシアの国内木材加

工産業への投資が必ずしも十分に見込めないこと、

等から、ロシア材の供給が十分に行われず世界の

木材市場へ大きな影響を及ぼすことが懸念された。

このため、本措置の導入以降、我が国やスウェー

デン等のロシア産丸太の輸入国は様々な機会を通

じ、本措置に対する懸念をロシア政府に伝達した。

結果的に、さらなる税率の引き上げは行われず、

丸太輸出税は （又は ユーロ のいずれか高

い額）で据え置かれた。

年 月ロシアが に加盟し、ヨーロッパ

トウヒ、ヨーロッパモミ、ヨーロッパアカマツの

丸太等に賦課されていた輸出税の一部が変更され、

輸出割当枠が設定された。たとえば、枠内では、

ヨーロッパアカマツについては に、ヨーロッパ

トウヒとヨーロッパモミについては に引き下げ

られた一方、輸出割当超過分については税率を

（ただし ユーロ を下まわらない）に引き上

げられた。

一方で、我が国への丸太輸出の多くを占めてき

たエゾマツ、トドマツ、カラマツについては、輸

出税は で維持されていたが、 年 月にロ

シア政府は極東における新たな木材加工施設建設

の奨励、木材加工産業の新規雇用創出を目的として、

万 の輸出枠を設定し、枠内の輸出税を に

引き下げる一方、枠外の輸出税を 年以降段階

的に引き上げる（ 年は ％、 年は ％、

年は ％）ことを決定した。

＜懸念点＞

輸出枠内の丸太輸出については輸出税が引き下

げられたが、枠外の輸出についてはロシアが独自

に決定した税率に大幅に引き上げられ（エゾマツ、

トドマツ、カラマツについては 年には まで

引き上げる予定）、実質的な輸出禁止措置に近い効

果を持っている。また、我が国への丸太輸出の多

くを占めるエゾマツ、トドマツ、カラマツについ

て、輸出枠内の税率の適用には、加工木材の輸出額

が総輸出額に占める割合が一定以上（ 年 、

年 、 年 、 年 に段階的に引

き上げられる）の企業であることが必要とされてい

るが、輸出枠が公平・公正な配分がなされているか

について注視しつつ、必要に応じてマルチ、バイ

などの場を通じて改善をはたらきかけていく。
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